




































































































































































































































































































































































































北　星　論　集（経） 　第 59 巻　第２号（通巻第 77 号）
写しであるとはいえ原本と同一内容が記載さ
れた『訴訟に関する書類』の写しが検察官の
与り知らないまま書証として提出され公にさ
れることになりかねず，これを公にすること
ができる場合に当たるか否かを判断し，これ
を公にすべきか否かを第一次的に決定する検
察官の権限が無視されることになり，刑訴法
47条ただし書の法意に反することになるか
らである。」と判示し，文書の写しを所持す
る者ではなく，検察官が公開の相当性につき
判断するとしていた（14）。
　しかし，刑訴法上は，同条但書による相当
性の判断は書類の保管責任者が決定するとさ
れており（15），「訴訟に関する書類」自体その
種類を問わないし，検察官や司法警察員に限
られず，裁判所や裁判官，弁護人その他第三
者の保管するものも含むとされることか
ら（16），そのような書類を保管するこれらの
者それぞれが相当性について判断する裁量を
有していると見るべきである。
Ⅲ．本判決の検討と射程
　先に述べたよう，従来，刑事関係文書をめ
ぐっては法律関係文書に該当するとしてその
提出が求められることが殆どであったが，本
件は，引用文書としてその提出が認められる
か否かが問題となった初めての事例である。
　法律関係文書としてであろうと，引用文書
としてであろうと，当該文書が刑訴法47条
に係る文書であるという場合には，結局のと
ころ，同条但書における相当性の判断が問題
となる。というのも，民訴法220条1号ある
いは3号どちらの道すじを辿ろうとも，民事
訴訟を通じて文書の内容を公にするという結
果に変わりはなく，その結果の可否を判断し
なければならないからである。
　上述したように，刑訴法上は相当性の判断
は文書の保管者が行うことが予定されている
ところ，従来の問題となってきた事例におい
てはその文書は原本であった。そこで，本件
のように，文書の原本ではなく写しの提出が
求められている場合，このことが，相当性の
判断をめぐって影響を与えるか否かをまず検
討しなければならない。
　これについては，文書の記載内容が原本と
写しとで変わるわけではないことからする
と，文書提出命令の対象が原本か写しかで異
なるのは，相当性の判断ではなく，相当性の
判断者であるということになる。しかし，刑
事関係文書という，個人の犯罪歴に関係する
書類という特殊性を考慮しても，刑事法ある
いはその他の法令から，それら書類の写しに
ついては原本の所持者のみが相当性を判断し
得るという根拠を見出すことは難しい。した
がって，提出を求める文書が写しであっても，
形式的にはその相当性の判断は写し自体の保
管者がこれを行うべきである。
　また，実質的に見ても，刑事関係文書とな
ると，当該刑事事件の進捗や情報等について
は一定の範囲で警察による総合的な判断も可
能である部分がある。そうすると，検察官の
みが相当性の判断を行うべきであるとする理
由もまた乏しい。
　では，引用文書として文書提出命令が申し
立てられた場合と法律関係文書として文書提
出命令が申し立てられた場合とは，全く同様
に扱ってよいだろうか。
　引用文書について文書提出命令の申立が認
められるのは，当該文書を引用した当事者の
相手方にも当該文書について吟味の機会を与
えることで，裁判の公正さを担保するという
側面があり，同時に信義則上の要請でもあっ
た。このように見ると，単に法律関係文書で
あるというだけよりも，その提出を認める要
請が高い側面があるともいえる。
　本判決は，引用文書の場合であっても，引
用により当該文書自体が公開されないことに
よって保護される利益の全てが当然に放棄さ
れたものとはいえないとする。しかし，当該
─ 213 ─
刑事事件関係文書につき民訴法220条1号所定のいわゆる引用文書に該当するとして提出を命ずることの可否
文書の一部分の提出であったという場合は別
として，文書それ自体をすべて引用文書とし
て扱った以上，当該文書の公開について相当
性の判断の必要があるかどうかは疑問が残
る。というのも，まさに引用文書であるから
こそであり，相手方との公平の観点からして，
これを認める必要性が高いからである。
　よって，当該文書が写しである場合に，刑
訴法47条の相当性の判断はその写しの保管
者が判断者となり得ることから，その保管者
を相手とする文書提出命令についてはこれを
認めるべきであり，その点において判決は支
持できる。しかし，法律関係文書の場合とは
異なり，引用文書について刑訴法47条の相
当性の判断を用いることについては，引用文
書をめぐって民訴法が文書提出命令を認める
趣旨からして，検討を要すべきであると思わ
れる。
（9） 秋山ほか・前掲注（5）401頁。
（10） 東京高決前掲注（6），東京地決昭和43年9月
14日判時530号18頁，伊藤・前掲注（6），兼
子一ほか編『条解民事訴訟法〔第2版〕』（弘
文堂2011年）11914頁〔加藤新太郎〕，秋山ほ
か編・前掲注（5）401頁。
（11） 東京地決昭和57年6月25日判時1079号66頁，
東京高決昭和59年3月26日訟務月報30巻8号
1412頁，高松高決昭和59年12月7日訟務月報
31巻7号1658頁等。
（12） 秋山ほか・前掲注（5）401頁。
（13） 門口正人編『民事証拠法大系第4巻』（青林書
院，2003年）104頁〔萩本修〕。
（14） その他，刑事関係文書の写しの提出が求めら
れた事案として東京高決平成16年8月16日判
時1882号25頁があるが，そこでは刑訴法47条
但書にかかる判断者については触れられてい
ない。
（15） 後藤ほか・前掲注（1）136頁。
（16） 同135頁。
〔注〕
（1） 後藤昭ほか編『新・コンメンタール刑事訴訟
法（第3版）』（日本評論社，2018年）134頁以
下〔高倉新喜〕。
（2） 同・前掲注（1）。
（3） 三井誠ほか編『新基本法コンメンタール刑事
訴訟法【第3版】』別冊法学セミナー283号（日
本評論社，）82頁〔長瀬敬昭〕。
（4） 深山卓也ほか「民事訴訟法の一部を改正する
法律の概要（下）」ジュリスト1210号174頁以
下。
（5） 秋山幹男ほか『コンメンタール民事訴訟法Ⅳ
［第2版］』（日本評論社，2019年）451頁以下。
（6） 東京高決昭和40年5月20日判タ178号147頁，
福岡高決昭和52年7月12日下民28巻5〜8号796
頁。伊藤眞『民事訴訟法［第6版］』（有斐閣，
2018年）435頁，中野貞一郎ほか編『新民事
訴訟法講義［第3版］』（有斐閣，）332頁，秋
山ほか前掲注（1），399頁等。
（7） 兼子一ほか編『条解民事訴訟法』（弘文堂，
1986年）10149頁。
（8） 斎藤秀夫ほか編『注解民事訴訟法（8）〔第2版〕』
（第一法規出版，1993年）144頁〔斎藤＝宮本〕，
吉村徳重ほか編『注釈民事訴訟法第7巻』（有
斐閣，1995年），68頁〔廣尾〕。

